
 

＜概要＞
  米国で解体中の原子力発電所の廃止措置費用は、NRC規制部分（解体、除染廃棄物処理処分

費）、使用済燃料管理、サイト修復を含めて、１基当り300〜500百万ドルの範囲に評価されてい
る。

  使用済燃料の保管及び規制解除後の施設解体及びサイト修復費用がＮＲＣ規制部分の廃止措置
基金に含まれないこと、また、低レベル廃棄物処分の費用上昇が続くことから、廃止措置基金の
確保について種々検討が行われている。

＜更新年月＞ 
2004年07月   （本データは原則として更新対象外とします。）

 

＜本文＞
  米国で解体中の原子力発電所の概況及び廃止措置費用を表１に示す。廃止措置費用は、ＮＲＣ

規制部分（放射性物質の廃止措置に係る領域でＮＲＣの規制が及ぶ範囲）、使用済燃料管理及び
サイト修復を含めて、評価年、施設規模、運転期間等でまちまちであるが、表１に示すようにほ
ぼ１基当り300百万ドルから500百万ドル（330〜550億円：110円／ドルと仮定）の範囲となって
いる。使用済燃料は、いずれの施設でもサイト内に設けられた独立使用済燃料貯蔵施設（ISFSI：
Independent Spent Fuel Storage Installation）でDOEが引取り可能な時期まで保管される。以下
に、米国で解体中の主な廃止措置計画の概況と費用評価を紹介する。

 １．トロージャン（PWR）
  ポートランド電力会社（ＰＥＧ）は、トロージャン原子力発電所を、1993年経済性を理由に恒

久停止し、すでに主要な構造物の解体を終え、使用済燃料の独立使用済燃料貯蔵施設（ISFSI）へ
の移動も2003年10月までに終了した。現在、最終の残留放射能の測定中である。原子炉建屋、冷
却塔など残し、2005年初めまでにサイトは規制解除される予定である。

  廃止措置の全費用は、ＴＬＧサービス社によりＤＯＥのデコミッショニング・ハンドブック及
びAIF／NESP−036のガイドラインを参考に、416百万米ドル（1993年価格）と評価された（表
２）。最新の評価（1999年価格）によると、総費用は467.7百万ドルとなり、ＮＲＣ規制部分
235.6百万ドル、使用済燃料管理180.4百万ドル、非規制部分（燃料管理・施設解体・サイト修
復）42.2百万ドル等である。ＮＲＣ規制部分の費用が比較的低いのは、蒸気発生器、原子炉圧力
容器等の大型機器の一括撤去・処分方式の採用及びハンフォード処分場の処分費が低いことに起
因している。例えば、炉内構造物を含む原子炉圧力容器の一括撤去・処分費用は、21.5百万ドル
であり、当初計画の細断工法による場合（46.2百万ドル）と比べ半分以下である。

 ２．ヤンキーロー（ＰＷＲ）
  ヤンキーアトミック電力会社（YAEC）は、ヤンキーロー原子力発電所を、1992年恒久停止

し、1993年から解体を開始した。1994年には炉内構造物を解体撤去し、1996年には原子炉圧力容
器を一括撤去し、バーンウェル処分場への輸送を終了し、構造物の解体撤去を完了している。プ
ールに保管されていた533体の使用済燃料は、乾式キャスクに入れ、新たに建設されたサイト内の
ISFSIへの移動を2003年6月に完了し、ＤＯＥに引き渡すまで長期保管される。最後の残存作業
は、建屋の解体、認可変更計画の手続、サイト修復である。2006年からサイト再利用の準備を開
始するため、廃止措置作業は、2005年半ばまでに完了する計画である。

  YAEC社は、全廃止措置費用を（解体撤去費、人件費、廃棄物処分費、使用済燃料長期保管費、
その他）を306百万ドル（1995年価格）と評価している。その内訳を表３に示す。その後、作業
変更（プラント全体にＰＣＢをベースとした塗料使用、汚染コンクリート範囲の増加、汚染土壌
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の発見・撤去、ディーゼル発電建屋でのバリウム塗料使用）による約32百万ドルの増加、使用済
燃料保管関連費用の変更による55百万ドル増加及び関連料金の変更による17百万ドル減少により
合わせて70万百万ドルの増加で、477百ドル（1999年価格）と評価している（文献６）。
３．メインヤンキー（ＰＷＲ）
 メインヤンキーアトミック・パワー電力会社のメイン州のメインヤンキー原子力発電所（電気
出力91万kWe）は、1996年12月まで約25年間平均費用2.5¢／kWhで電力を供給していたが、
1997年8月ＮＲＣの基準を満たすためには大規模な改造費を要することから、経済性を理由に閉
鎖を決定した。バーンウェル処分場が利用できることから即時解体撤去（DECON）方式を選択し
た。解体作業は1999年初めに本格化し、原子炉圧力容器を一括撤去後、バーンウェル処分場への
輸送・埋設を2003年7月に終わり、2005年春までに完了する予定である。使用済燃料（約1400
体）は、2004年3月までに60基の乾式キャスクに入れ、サイト内のISFSIへ移動し、2023年まで保
管される。
 廃止措置費用は、解体撤去、解体廃棄物の処分、使用済燃料の長期保管費用を含め、508百万ド
ル（1997年価格）であり、その内訳を表４に示す。また、2000年のMaine Yankeeホームページ
資料（文献８）によると、解体撤去費用及び2023年までの使用済燃料の保管費用は541百万ドル
（1998年価格）と評価されている。
 メインヤンキー社は、解体撤去とサイト回復作業をストーン・ウェブス社（Ｓ＆Ｗ）と250百万
ドルのターンキー方式で契約している。Ｓ＆Ｗ社は、サイトに約200人の作業員を送り込み解体作
業を行っている。使用済燃料のサイト内保管費用は135百万ドルと評価されている。現在、200百
万ドルは基金を使用できるが、まだ不足しており、プロジェクト遂行のために設備（６百万ドル
相当）を売却、また、他の資産売却などの努力が続けられている。なお、不足費用は、電気利用
者から徴収されるが、1999年現在、連邦エネルギー規制委員会（FERC：Federal Energy
Regulatory Commission）との間で年間33.6百万ドルを徴収することで仮合意している。
４．ハダムネック（ＰＷＲ）
 コネチカットヤンキーアトミック電力会社（ＣＹ）は、ハダムネック（コネチカットヤンキ
ー）原子力発電所を、1996年12月に経済性を理由に閉鎖し、1998年5月から解体作業をが開始し
た。本格的な解体撤去作業については、1999年4月にベクテル社と固定価格300百万ドルのターン
キー方式の契約を結び、同社は平均240人の作業員を送り込んでいた。蒸気発生器などの大型機器
の撤去が2000年10月までに行われ、残りの作業を2004年までに終え、廃止措置を完了する予定で
あった。しかし、工期が２年半延長と大幅な費用増大が避けられなくなった。これに対して、Ｃ
Ｙ社は2003年7月、ベクテル社のプロジェクト管理等に問題があるとして同社との契約を破棄
し、同8月からは、原子炉圧力容器の撤去、ISFSIの建設、使用済燃料の移送及び構造物の解体を
直接管理している。使用済燃料約1019体は、乾式キャスクに入れられ、2004年3月までにサイト
内のISFSIへの移動を開始する。なお、ＣＹ社は、同サイトに天然ガスを用いた火力発電所の建設
を検討している。
 廃止措置費用は、427百万ドル（1996年価格）と評価し、その内訳は、表５に示す。また、
2000年7月現在、48百万ドルの節約をFERCと合意した。1997年から1999年までに約169百万ド
ルを解体及び除染に費やした。残りの廃止措置費用を354百万ドル（2000年価格）と評価してい
る。
５．サン・オノフレ（ＰＷＲ）
 南カリフォルニア・エジソン（ＳＣＥ）社は、サン・オノフレ原子力発電所（１号機）を1992
年に停止し、当初2013年まで安全貯蔵する予定であったが、従業員の退職により発電所に関する
「知識ベース」が失われることを心配し、即時解体撤去（DECOM）に切り替え1999年から解体
作業を開始した。2008年までに主要な構造物の解体撤去を完了する予定である。解体廃棄物の廃
止措置費用は、460百万ドルと評価されている（表１）。解体廃棄物の処分費用は、1998年に算
定した160百万ドルから200百万ドルに増加すると評価されており、サイト内に約20年間保管され
る。なお、同サイトの２号及び３号機は、少なくとも2022年まで運転される。１〜３号機合わせ
た廃止措置費用は約10億ドルと評価されている。
６．ランチョセコ（ＰＷＲ）
 サクラメント地域公益電力公社は、ランチョセコ発電所を住民投票により1989年に停止するこ
とを決定した。当初は安全貯蔵（SAFSTOR）を選択したが、即時解体撤去（DECOM）に切り替
え1997年に作業を開始し、2008年までに廃止措置を完了させる予定である。クラスＡの高レベル
放射性廃棄物は、ユタ州のエンバイロケア処分場へ、また、クラスＢ及びＣの中・低レベル放射
性廃棄物は、カリフォルニア州のウォーバレー処分場計画が取り下げられたため、サイト内の保
管庫に貯蔵される。
 使用済燃料の貯蔵を含む廃止措置費用は、ＴＬＧ社により340百万ドル（1994年価格）と評価
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されている（表１）。許認可申請した運転期間の半分の時点で運転を停止したことから電力購入
者は現在も廃止措置基金に拠出しており、2000年現在の基金の額は予定の半分（96百万ドル）で
ある。残りの廃止措置作業には254百万ドルかかると見積もられている。
７．ビック・ロックポイント（BWR）
 ビックロックポイント原子力発電所は、35年間の運転後、1997年8月使命を果し恒久停止され
た。原子炉圧力容器は一括撤去し、バーンウェル処分場へ輸送された。また、蒸気ドラム（20万
ポンド）は、2003年11月にユタ州のエンバイロケア処分場に運ばれた。乾式の使用済燃料貯蔵施
設を残し、2005年までにサイトを解放することでＮＲＣの承認が得られている。その後、2007年
までに「自然状態」に戻される予定である。
 初期の廃止措置基金は、即時解体撤去で164百万ドル（1987年価格）と評価されたが、その後
のインフレ、追加費用及び使用済燃料のISFSIを含め290百万ドル（1994年価格）と再評価され、
さらにスケジュール完了までの期間のインフレ効果を考慮し、1997年には350.7百万ドルと評価
されている。廃止措置計画のそれぞれの段階による作業内容等と費用を表６に示す。

＜関連タイトル＞
原子力発電所の廃止措置費用評価 (05-02-01-02)
米国の原子力発電所の廃止措置基金（デコミッショニング・ファンド） (05-02-01-14)
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